寄附金控除の取扱いについて
こうちこどもファンドへ寄附した場合，以下の様な税の軽減(寄附金控除)を受けることができます。個人の方が寄附金控除を受けられたい場合は，所得税の確定申告または個人住民税の申告を行っていただく必要があります。
１．個人の場合
　 所得税，個人住民税において寄附金控除が受けられます。
毎年１月１日から12月31日までに行った寄附について寄附金控除を受けるためには，翌年３月15日までに最寄りの税務署へ所得税の確定申告をしていただく必要があります。その際，領収書または寄附金受領証書を添付又は提示することが必要ですので，ご注意ください。
所得税の確定申告を行う方は個人住民税の申告は不要です。所得税の確定申告を行わない方は，住民税の申告を行うことになりますが，この場合，所得税の所得控除は受けられませんのでご注意ください。
　 ※ワンストップ特例の対象ではありませんのでご注意ください。
(1)所得税の軽減額（その年の確定申告で）
  （寄附金の額　－　2,000円）×所得税の税率　＝　所得控除による税金の軽減額
　　　※所得税の税率については，下記の「所得税の限界税率表」参照
　　  ※「寄附金の額」は　①その年に支出した寄附金の合計額，②その年の総所得金額等の40％相当額のいずれか低い金額になります。
　
(2)住民税（翌年の県民税・市区町村民税から控除）
　　  ①，②の合計額が控除対象となります。ただし対象となる年間寄附総額は，総所得金額の30％に相当する額が限度となります。
①基本控除(寄附金の合計額－2,000円)×10％
②特例控除(寄附金の合計額－2,000円)×{90％－[所得税の限界税率(０～45％)×1.021]｝
※②の額については，住民税所得割額の20％が上限　
※所得税の限界税率表
	所得税の課税所得金額
	（所得税限界税率×1.021）

	０円
	０％

	０円超～195万円以下
	5.105％

	195万円超～330万円以下
	10.21％

	330万円超～695万円以下
	20.42％

	695万円超～900万円以下
	23.483％

	900万円超～1,800万円以下
	33.693％

	1,800万円超～4,000万円以下
	40.84％

	4,000万円超～
	45.945％


<所得税，住民税における寄附金の控除額の計算方法>　
　　　　【モデルケース】
・給与収入　6,500,000円　　　　給与所得　4,760,000円
・夫婦子ども二人世帯　　所得税所得控除額合計　2,100,000円
・所得税課税所得　2,660,000円　　
・所得税の限界税率　10％
・市県民税所得割額　273,500円
・寄附金　30,000円
　　　　　　         


　　　　     
① 所得税の寄附金控除額(所得控除)　 28,000円×｛10％（限界税率）×1.021｝＝2,859円
② 個人住民税の基本控除額　　28,000円×10％＝2,800円
個人住民税の特例控除額　　28,000円×｛90％-（10％×1.021）｝＝22,342円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）特例控除額は住民税所得割額の20％が限度です。　
　　　　　　　    個人住民税の寄附金控除額(税額控除)として，税額25,142円が軽減されます。
          ③ ①と②を合わせて，28,001円の税額が軽減されることになります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．法人の場合
　 寄附金の全額を法人税法上の損金に算入できます。
３．寄附と税務申告のイメージ図
　　　　　　　　　　　　　　１．寄附
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　２．領収書発行　

　　　　　　　　　　　　　　　
５．住民税の税額控除
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（控除後の税額で翌年度の
住民税が課税）
　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住民税控除上限額（特例控除）


　住民税課税所得　2,760,000円


　　市民税（165,600円-1,500円）×20％＝32,820円


　　県民税（110,400円-1,000円）×20％＝21,880円





寄附金額　30,000円





住民税の寄附金控除対象額


28,000円





控除の対象外


2,000円





所得税の寄附金控除対象額


　　　　　　　　　　　　　　　28,000円





控除の対象外


2,000円
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４．所得税の還付





３．申告書の提出
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